
やまなし結婚応援パスポート協賛規約 
 

この規約は、山梨県（以下、「県」という。）が行う『やまなし結婚応援パスポート事業』（以下「本事

業」という。）の実施に関し、本事業への協賛を行う事業者が守るべき事項等について定めるものです。

協賛を希望される各企業・団体は、本規約をご確認いただき、同意の上、協賛登録してください。 

 

第１条 （事業の定義） 

本事業は、新婚夫婦又は結婚を予定しているカップル（以下「新婚夫婦等」という。）が、やまなし結

婚応援パスポート(以下「パスポート」という。)を提示することにより、本事業に協賛を行う事業者が提

供する特典を受けることができる事業のことをいいます。 

 

第２条（協賛の手続き等） 

１ 本事業の協賛申込みは、店舗等ごとにやまなし電子申請サービスからの申請又は様式第１号「やま

なし結婚応援パスポート協賛申込書」を県に提出することにより行います。 

２ 前項の協賛申込みの特典内容は任意に設定することができますが、新婚夫婦等を支援するものとし

なければなりません。また、本事業の趣旨にそぐわないと山梨県子育て支援局長が認めるものについて

は、本事業の特典内容とすることができません。 

 パスポートの不正利用等を回避するため、必要に応じ、利用者に対して新婚夫婦等に該当することを

証する書面の提示を求める等、協賛を行う事業者において任意にサービスの提供条件を設定して差し

支えないものとします。 

３ 協賛の承認は、申込者及び申込みの内容が次の各号のいずれかに該当する場合は該当する恐れがあ

る場合には、行いません。 

（１）法令その他公序良俗に反する場合 

（２）特定の政治活動や宗教活動に関するものと認められる場合 

（３）社会通念上、子育て家庭の利用促進を図る対象として適当と認められない場合 

（４）申込者が定めるサービスが、適当と認められない場合 

（５）山梨県暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団、同条第２号に規定する暴力団員、又は暴力

団若しくは暴力団員と密接な関係を有する場合 

（６）前各号に定める場合のほか、当協賛規約に掲げる事項に反している場合 

４ 県が申込みの内容について前項各号に照らし必要があると認める場合には、県から申込者に対し内

容の是正等を求めることがあります。 

５ 県が申込みの内容について審査した結果、承認を行うことが適当と認めた場合には、電子メール等

により、その旨を通知します。 

６ 前項の承認を受けた事業者（以下「協賛事業者」という。）は、次の各号に定める事項を遵守してく

ださい。 

（１）当協賛規約の内容を遵守すること。 

（２）その他、協賛を行うことに関し、県、市町村及び新婚夫婦等に損害等を及ぼす行為等、不適当な行

為をしてはならないこと。 



７ 協賛事業者は、協賛ステッカーを利用登録者が見やすい位置に掲示してください。 

８ 県が申込みの内容について審査した結果、承認を行わないと判断した場合には、その申込者に対し、

その旨を通知します。 

 

第３条（登録内容の変更及び廃止について） 

１ 協賛事業者は、第２条第１項の申込内容を変更しようとするとき又は協賛を廃止しようとするときは、 

原則として変更又は廃止しようとする日の２週間前までに、やまなし電子申請サービス又は様式第２ 

号「やまなし結婚応援パスポート変更・廃止届」により県に届け出るものとします。 

２ 前項の届出内容が本規約第２条第２項及び同条第３項の各号のいずれかに該当する場合には承認 

は行いません。 

３ 協賛登録を廃止するときは、廃止の日以後、協賛ステッカーを掲示してはなりません。 

 

第４条（協賛事業者の登録の取消し） 

１ 県は、協賛事業者が次の各号に該当する場合は、登録を取り消すことができます。 

（１）協賛事業者が要綱及び本規約の規定に違反した場合 

（２）その他協賛事業者の協力実施状況が本事業の趣旨にそぐわないと山梨県子育て支援局長が認めた

場合 

２ 前項の規定により利用登録を取り消した場合は、その後の再登録は認めません。 

 

第５条（「婚活やまなし」による情報発信） 

１ 県は、協賛事業者が提供するサービス内容を「婚活やまなし」により広く県民に周知するものとしま

す。 

２ 本サイトに掲載する事項は、「やまなし結婚応援パスポート協賛申込書」又は「やまなし結婚応援パ

スポート協賛内容等変更届出書」に記載された内容を超えない範囲に限られます。 

 

第６条（「婚活やまなし」の停止又は中断） 

１ 県は、以下のいずれかに該当する場合には、協賛事業者に事前に通知することなく、「婚活やまなし」

又は本サービスの利用の全部又は一部を停止又は中断することができるものとします。  

（１）「婚活やまなし」に係るシステムの点検又は保守作業を定期的又は緊急に行う場合 

（２）コンピュータ、通信回線等が事故により停止した場合 

（３）火災、停電、天災地変などの不可抗力により「婚活やまなし」の運営ができなくなった場合 

（４）その他、県が停止又は中断を必要不可避と判断した場合 

２ 県は、前項各号に定める事由により「婚活やまなし」又は本サービスの提供の遅延又は中断が生じた

場合であっても、これに起因して協賛事業者が被った損害について免責されるものとします。 

 

 

 

 



第７条（権利帰属） 

「婚活やまなし」に関する所有権及び知的財産権は、協賛事業者の制作にかかる情報を除き、県に帰属

するものとします。また、協賛事業者としての登録の承認は、「婚活やまなし」に関する知的財産権の県

からの使用許諾を意味するものではありません。 

 

第８条（保証の否認及び免責） 

１ 「婚活やまなし」における情報掲載は、協賛事業者の設置する協賛店舗等を利用者に対し紹介するた

めのものであって、県において協賛事業者の取扱商品等の販売促進、顧客斡旋、集客効果等を保証する

ものではありません。 

２ 協賛事業者は、協力内容が、協賛事業者に適用される法令、業界団体の内部規則等に違反するか否か

を自己の責任と費用に基づいて調査するものとします。また、協賛事業者としての認定及び「婚活やま

なし」における協賛事業者の情報掲載は、県が協賛事業者に適用される法令、業界団体の内部規則等に

適合することを何ら保証するものではありません。 

３ 県は、協賛事業者と利用者との間の実際の取引等には関与しないものとし、本事業に関連して協賛

事業者において何らかの損害、損失又は費用等が生じた場合にも、県はこれを賠償又は補償する責任を

一切負わないものとします。 

４ 第１項から第３項までに規定するもののほか、本事業に関連して協賛事業者と利用者その他第三者

との間で生じたトラブルに関しては、県は一切の責任を負わないものとします。 

 

第９条（規約の変更） 

１ この規約の内容は、必要に応じ、協賛事業者の事前承諾を得ることなく、変更することがあります。 

２ この規約を変更する場合には、「婚活やまなし」に予め変更内容及び変更時期を掲示することにより

行うものとします。 

 

第１０条（協議解決） 

本規約に定めのない事項又は本規約の解釈に疑義が生じた場合には、協賛事業者及び県が互いに信義

誠実の原則に従って別途協議の上、速やかにこれを解決するものとします。 

 

第１１条（権利譲渡の禁止） 

協賛事業者は、この規約に基づく自己の権利、義務の全部又は一部を、第三者に譲渡若しくは転貸、売

買、名義変更、質権その他の担保に供する等の行為をしてはならないものとします。 

 

附則 

この規約は、令和５年１２月２１日から施行します。  

 

 

 

 



様式第１号 

やまなし結婚応援パスポート協賛申込書 

 

年  月  日 

山梨県子育て支援局子育て政策課 行 

 

やまなし結婚応援パスポートの協賛店舗･協賛施設として、申し込みます。 

割引などの 

特典内容 

※パスポートを提示した方に対する特典について、記入してください。 

 

【協賛店舗等の情報】 

店舗等の名称 

ふりがな 

 

所在地 〒 

電話  担当窓口 

部署                         

担当者                      

E-mail                      

ＦＡＸ  

協賛開始希望日      年   月   日 

営業時間 時      分～      時      分（２４時間表示） 

定休日  

ホームページ URL  

業種区分 

（該当るものに〇をし

てください。） 

 買う  食べる  学ぶ 

 デート  旅行会社  保険・金融 

 理美容・エステ  婚礼  旅館・ホテル 

 不動産・住宅  その他  

新婚夫婦等に向けた 

ＰＲメッセージ 

 

 

※おおむね 200 字以内でお願いします。 

 

※上記内容（担当窓口情報は除く）は、県ホームページ等に掲載させていただきます。 

※複数店舗を一括してお申込みいただける場合は、上記内容について一覧表を添付いただいても結構で

す。 



様式第２号 

やまなし結婚応援パスポート 変更・廃止届 

  

年  月  日 

山梨県子育て支援局子育て政策課 行 

  

届

出 

者 

住所  

電話  

氏名  

 

１ 協賛内容を以下の通り変更したいので届け出ます。 

（１）協賛内容を変更する店舗又は施設 

    名称          所在地 

（２）理由 

（３）変更の時期     年   月   日 

（４）変更する内容 

 変更前 変更後 

特典内容   

店舗・施設等の名称   

所在地   

電話・ＦＡＸ   

その他   

 

２ 協賛を廃止したいので届け出ます。 

(１)協賛を廃止する店舗又は施設 

 名称 

 所在地 

(２)廃止の理由 

(３)廃止の時期 年 月 日 

 

 

 

特別な理由のない限り、変更・廃止の２週間前までに届け出ください。 

 


